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研究成果の概要（和文）：

本研究では、コンテクストアウェアネス技術を Persuasive Technology へ適用すること
を目的とし、実際にコンテクストアウェアネス技術を用いた 6 つのアプリケーションを構
築した。それらを評価した結果、変化させたいユーザの行動に応じて説得手法を注意深く
選択する必要があることが分かった。コンテクストアウェアネス技術を活用した説得アプ
リケーションの更なる普及のため、どのように説得手法を選択し、どのような技術を用い
て実装すべきかをデザインガイドラインとしてまとめた。

研究成果の概要（英文）：
The objective of this research is applying context awareness technology to current

persuasive applications. We developed six persuasive applications that use context
awareness technologies and conducted user studies. From the evaluations, we found
that we need to choose appropriate persuasion techniques for each target behavior. In
order to popularize persuasive applications that use context awareness technologies,
we composed a design guideline for developing the persuasive applications.
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１．研究開始当初の背景
たとえ技術が揃っていたとしても、人に意

志が伴わなければ決して良い結果が得られ
ない、ということはある。ダイエットや食事
制限といった自身の健康に関するものから、
二酸化炭素の排出量削減や電気使用量の低
減といった地球全体に関わる大きな問題ま
で様々である。一言で言えば、人が理想的に
どのような行動をしなければならないと分
かっていても、実際に行うことは難しい。こ
のような行動を人に「行わせる」ことは「説
得技術」の一つといえ、これまでも心理学の
分野で数多く研究されてきた。最近ではその
説 得 に テ ク ノ ロ ジ を 利 用 す る 研 究
（Persuasive Technology 研究）が活発にな
ってきている。
これらの研究は、「訴求力のある、購買意

欲の湧くウェブサイトはどのようなものか」
といった、デザインや消費者真理の探求に端
を発したものであり、今日においてもどのよ
うな表現が説得に最も効果があるか、といっ
た点を議論する風潮が強い。しかし本来説得
とはカウンセリング等と同様、個々人の状況
に応じて柔軟に変化させるべきものであり、
既存研究ではそれら状況を認知する技術の
活用に欠けている状況であった。
一方、加速度センサを含む物理センサ等を

用いて状況を認識するコンテクストアウェ
アネス技術はユビキタスコンピューティン
グ研究の発展と共に進展してきたが、これら
の知見が Persuasive Technology 研究へと応
用される兆しは見られていなかった。
本研究代表者は、それまで加速度センサや

RFID などをはじめとする各種センサ情報か
らユーザ情報を解析し、それら解析結果を容
易にアプリケーションから利用するための
フレームワーク構築、そしてそれらの個人情
報への応用に従事してきた。この際に得られ
た知見を Persuasive Technology 研究に応用
することで、人の状況に応じて柔軟に対応し、
さらに説得力の増すアプリケーションの構
築が可能になると考えた。

２．研究の目的
(1)利用可能なコンテクストアウェアネス技
術の選定および探求
説得対象ユーザの状況認知が重要なのは、

説得にどの程度応じているか、そしてどのタ
イミングでユーザに働きかけるか、という二
点からである。前者に関しては、説得の事項
に応じて使用するコンテクストアウェアネ
ス技術が変わる。各々の説得の事項について、
センサ等を用いて説得の受け入れ度合い（例
えばダイエットであれば、毎日どの程度運動
を続けられているか、等）を図ることになる
が、その際にはセンサの設置によってユーザ

自身の行動の妨げにならないよう配慮する
必要がある。これらについては、実際に様々
なアプリケーションを構築することで知見
を深める。後者については、行動分析学より
ユーザへの働きかけは適切なタイミングで
ないと効果が薄いことが分かっている。また、
日々の生活を送っているユーザに対して無
闇に説得を行えば日々の行動を妨げること
になるため、これらの点にはユーザの日々の
行動の状況認知技術が必要となる。これら二
点から、コンテクストアウェアネス技術につ
いて利用可能なものを選定し、その解析技術
を洗練させる。

(2)コンテクストアウェアネス技術適用によ
る効果の評価及び考察

Persuasive Technology 研究にコンテクス
トアウェアネス技術を適用した際、どの程度
ユーザの行動に影響をおよぼすのか定量的
に評価する。また、説得の事項ごとのコンテ
クストアウェアネス技術に依る影響を比較
し、どのような事項にコンテクストアウェア
ネス技術を適用しやすいか考察を行い、指針
をまとめる。

本研究の特色は、これまで述べた通りコン
テ ク ス ト ア ウ ェ ア ネ ス 技 術 を 既 存 の
Persuasive Technology 研究に適用すること
である。Persuasive Technology 研究の分野
では未だコンテクストアウェアネス技術を
適用するという潮流がなく、一方でコンテク
ストアウェアネス技術の分野においてはア
プリケーションやサービスのパーソナライ
ゼーションに重点が置かれており、未だこの
二分野の融合の兆しは見えない。
行動を改善するというトピックは、健康維

持だけでなくエコロジーな行動をサポート
するなどといった様々な応用が考えられる。
そのためにはユーザに合わせたよりきめ細
かい説得の技術が必要になるが、現在
Persuasive Technology 研究の分野にはコン
テクストアウェアネスに関する研究者の出
入りが少ない。Persuasive Technology 研究
コミュニティへコンテクストアウェアネス
技術を持ち込み、インタラクションデザイナ
や心理学者といったコミュニティ主要研究
者とともに研究をすすめることで、ユビキタ
ス コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ 時 代 の 新 た な
Persuasive Technology 研究が進展すると考
えられる。

３．研究の方法
本研究では説得の事項に対してどのよう

なコンテクストアウェアネス技術が適用可
能かを実証する必要がある。そのためには



様々な説得事項に対して深い造詣を持ち、か
つコンテクストアウェアネス技術に関して
も高い知識が要求される。技術偏向となり実
際に応用できないという結果を招かないよ
うに、客観的な視点を持つことが肝要である。
そこで本研究では説得の事項に対して当該
分野に造詣のある海外共同研究者および大
学院生と議論を行い、客観的な視点を保つ。
また、数多くの説得の事項について考察す

る必要があることから、初年度より数名の大
学院生を指揮し、事項ごとにプロジェクトを
組織してアプリケーションの実装・評価を行
う。プロジェクトごとの成果は逐次論文等と
して対外的に公表し、最終的にそれらの知見
をまとめ、どのような説得事項に対してコン
テクストアウェアネス技術が適用しやすい
かを考察する。このようにサブゴールをいく
つか設けることで、スケジュールに遅滞が生
じることを防ぐ。

構築したアプリケーションの効果を確か
めるためには、ユーザのモチベーションとそ
れに伴う行動の変化を評価しなければなら
ず、必然的に大規模かつ長期間の評価実験が
必要となる。大規模な評価実験では、アプリ
ケーションの軽微なミスが最終的に大きな
誤差となって現れる可能性がある。そのため、
アプリケーション構築は慎重に行い、プロト
タイプの複数回再作成も念頭に入れた余裕
を持った実装・開発スケジュールを立てる。
評価実験では、被験者が個人情報端末を所

持しその個人情報端末とセンサ群を利用し
て被験者の状況を解析し、適宜フィードバッ
クを返すことで行う。多くの場合オープンス
ペースでの実験を予定しているが、解析後の
説得のタイミングによる説得効果の差異に
関しては、一部研究施設内における評価実験
を行う予定である。

平成 21 年度は、3 種類のアプリケーション
を構築する。そこには、適当なアプリケーシ
ョンの検討、デザインおよび実装、コンテク
ストアウェアネス技術の選定および実装を
含む。プロトタイプを先に複数構築し、小規
模な実験で不具合のないことを確かめた後、
それぞれ一ヶ月から数ヶ月間の評価実験を
行う。評価実験の結果により、数種類のアプ
リケーションを再度構築し、比較実験あるい
は継続実験を行う。
平成 22 年度以降は、平成 21 年度のプロジ

ェクトの結果をふまえ、異なるコンテクスト
アウェアネス技術の適用、および新たな説得
事項に対応するアプリケーションの構築を
行う。これらの評価に関しては 21 年度同様
評価実験を用いて確かめる。そしてこれらの
結果から、コンテクストアウェアネス技術の
種類、説得事項の種類という二つの視点から

どういった説得事項に対してどのようなコ
ンテクストアウェアネス技術が適用可能か
どうかを明らかにする。

４．研究成果
情報技術はこれまで心理学の分野で研究

されてきた説得、行動改変の原理を広く拡張
するものと言える。これは、例えばインター
ネットを含む通信技術は、これまでの社会心
理学で想定していた「地域」等の概念を超え
るものであることからもうかがえる。そこで、
本研究ではコンテクストアウェアネス技術
を含む情報技術を考慮した説得システムの
デザインフレームワークを構築することを
最終的な目標とした。フレームワークの骨格
となる 2 つのシステムは、Ambient Lifestyle
Feedback System と 、 Social Effect
Reflection System である。

Ambient Lifestyle Feedback Systems は、
オペラント条件付けを利用した行動改変を
行うシステムである。本システムでは、物理
センサ等を利用してユーザの行動を人の手
を介さずに取得し、その行動に応じて生活空
間内に埋め込まれたアンビエントディスプ
レイの表示を変えてユーザにフィードバッ
クすることでユーザの行動に変化を促すこ
とが特徴である。本システムの有効性を確認
するために、日々の歩行運動を強化する
Persuasive Art、規則正しい歯磨き行動を促
す Virtual Aquarium、そして公共空間にあ
る 本 棚 の 整 理 整 頓 を 促 す Mona Lisa
Bookshelf の計 3 種類のアプリケーションを
構築し、その効果を検証した。

Social Effect Reflection Systems は社会的
効果（Social Effect）を利用した行動改変を
行うシステムである。本システムでは、コン
ピュータのネットワーク接続性を利用して
普段お互いに影響を受けないユーザ同士を
バーチャルに集め、社会的効果を生み出しや
すい環境を整え、さらにその社会的効果を、
コンピュータを利用して可視化することで、
効率的に行動改変を促すことが特徴である。
本システムの有効性を確認するために、二酸
化炭素排出量削減を促す EcoIsland、自動車
運 転 技 術 向 上 を 目 的 と す る Driving
Behavior Change System、そして日常運動
を促進させるゲーム型アプリケーション
iDetective の計 3 種類のアプリケーションを
構築し、その効果を検証した。

これまで行なった研究の成果から、とりわ
け二酸化炭素排出削減などといった共有財
に対しての説得に関しては、アプリケーショ
ンの設計に社会心理学の知見を用いること
が効果的であることが分かってきた（一方ダ
イエットなど自身の利益に関する説得に関
しては、目標設定理論などが活用できる）。



そこで本年度は、集団主義的社会と言われる
我が国と、個人主義的と言われるオランダに
おいて説得システムの比較実験を行い、これ
らの知見が実際に効果を上げるかを調査し
た。結果、二酸化炭素排出量削減を促すアプ
リケーションにおいて、オランダでは個人間
の競争を促すようなフィードバックが効果
があり、日本では他者との協調を促すような
フィードバックに効果があることが分かり、
統計的にも有意な差が見られた。

今後はコンピュータが単なる道具ではな
く、生活の質を向上させるために用いられる
例が増えてくるだろうと考えられる。その際
に、いったいユーザに対してどのような働き
かけをすれば良いのかという知見をまとめ
ることは意味があることと考える。またこれ
らの働きかけのうち、文化に依存するものと
しないものを区別することは、アプリケーシ
ョンの国際化対応などする際にも役立つと
考えられる。
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